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高齢期の生活自立には、その後の要医療、要介護への不安が常に付きまとう。高齢者の生涯自立課題は、
死の見取り、死にゆく場(医療・看取りの場)まであるのだが、死後の葬送への備えは視野に入っていな
い。しかし、高齢期の生活課題として、今や葬送への準備を抜きにして生涯自立を考えることはできない
ところまで来ている。自立した高齢期に具体的に葬送に備える選択設として葬送の生前契約という方法が
ある。この生前契約を、高齢期の自己実現を捉えるに有効なサクセスフルエイジング (SuccessfulAging) 
論、高齢期の生活の質を捉えるQOL(Quality ofLife)論、そして、どのような死であっても予期せぬ時に
到来するため、自己実現の人生にはなくてはならぬ危機管理としての生詩契約であるところからリスク
(Risk)論、そして確実な死に備えることができるよう誰もが利用できる生前契約となるためには現代社会
における社会的排除(SocialExclusion)を余儀なくされている人(事態)の解決を考え社会的包摂 (Social
Inclusion) ~命から概観した。
1.老いの現実の受容識と葬送の捉え方
高齢期に、死後の葬送に備える生前契約へ向かうためには、老い (Aging)の覚知が必要であろう。老い
の認識に関する記述として漢字文化圏で最も古いのは、中~.皇陛蔵によれば、医術分野で吉典中の古典とさ
れる「黄帝内経素典jにある老いの記述であるというJ再審は、匿学者必読の書であり生死の過程をその
時の変化によって記述されたものであり、孔子の説く「死して後病む」、「老いの到らんとするところを知
らずjの基盤ともなったのではないかといわれている O 釈避の衆生救済の契機を描く「修業本起経J、指仰
のあり方の「奉法要J、歴史物語の鴨矢とされる「大鏡」、聖徳太子についての「愚管抄Jなど古代から「苦」
としての老いをどう生きるかについて記述された書物は多い。おそらく、生の不可逆性としての老いを受
容することによって老いを超える統合力こそが高齢期の自己実現を巣たすものではないかと考えられる。
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ベーコン (Bacon，F)は、 1623年に表したその著 f生と苑の歴史Jにおいて、生と死のみならず、老化に
ついての実証的認識の必要性に普及しており、。老年(高齢期)の過ごし方について記述している死の自
は、老年の受容であると読み取ることができる。
古来、老いに関する著述は、経典、思想、書、宗教書、文学書、医学蓄など枚挙に暇がないほど著述され
てきているが、老いもしくは加齢を客観的に捉える学としての確立をみたのはわが閣ではこの60年程度で
ある。
穂積陳重が ifl雲居論J6を著した1916年頃(初版は1891年)には、区大州諸国においても老年学のように
齢期に関する研究書は著されていない。問書は、わが国で、研究書として老い、加齢をめぐる諾鰐題を、隠
を軸に古今東西の比較法制史、社会老年学に類する老年学の集大成として、「黄帝内経素典Jがそうであっ
たように、老年学に関心を持っている学者・研究者が一読すべき基本文献であるとされるほど高齢期の課
題が網羅された書籍である。しかし、高齢賠が研究テーマとされ始めたのは、 1950年代頃からである。「老
(Gerontology) Jという雷葉の初出は1944年にアメリカにおいてGerontologicalSocietyという学会が
組織化されたところに見られ、第一四国際老年学会(ベルギー、リュージュ市)が1950年に開催され、以
降老年学の研究がその絡についた。 1954年には、寿命学会 (GerontologicalAssociation of J apan)の設立を
見、長寿の理想を実現するための寿命に関する総合的研究が跨始され、人の寿命と襲極的な高齢期の生を
研究テーマとする分野も薪たに関かれた。
現在では、高齢者萌究の離とされている1971年に出版された橘覚勝の「老年学fがある。わが国では、
1970年に高齢化社会を通え、いよいよ高齢者を取り巻く諮開題の研究への関心が高くなっていく時代を迎
えたのである。
橘は、施設入所高齢者の宗教的経験、死への態度の調査研究 (1932年)を実施しているが、宗教経験と
死に対する観想が主たる項目である。高齢者が望むことは、身体の健康と日常生活の安定で、あったと報告
しているJこの時点においても、辞世の明究はされているものの、いかに死後に備えておくかということ
に関心は向いていなかったことが侭われる。 1890年の!日民法下では、江戸時代からの人目Ij帳・宗門粧や過
去帳による登録制度に代わって、 1872年に戸籍制度が始まり、「戸主」が家督、祭詑を担うとされた。 1948
年に、民法は改正され、戸主から夫婦を基本単位とする戸籍制度へと移行した。しかし、制度が変わって
も習慣、人の意識は急に変容するわけで、はない。葬送には古来、タブーが多い上に、高齢者でさえ自分の
死に伴う葬送やその儀札を話題にし具体的に備えることは、祭記継承者である家族や地域の信頼感を損ね
ることであって、また縁起が悪いこととされることが多かった。!日民法(1896年制定)は死者の祭記を家
の専事事項と考え、法律が死者の祭杷に規郎を加えることには浩撞的であった。同法は、長男(家長)と
しての家督の継承として f家jの存続を前提とし、墓の継承を f家督相続の特権Jとした。葬送儀礼に際
しては、死者を先祖として把るため、家を継承した子孫が葬送を主催する一切の義務を担った。しかし、
金銭や身の田りの整理などとして、親が自分の葬送に備えなかったわけではない。
戦後は、社会的に葬送、特に葬儀に備える冠婚葬祭の相互扶助を目的としてつくられた冠婚葬祭の互助
会が結成された。冠婚葬祭互助会(J;I、下「互助会J)とは、一時に多額の出費が予想される際に、地域にお
ける「講」に見られる f助け合いの精神」から事業化、システムイとされたものである。経済産業大臣の許
可を必要とし、 1972年から加入者の権利を保護、業界の健全な発展を自的とする「説賦販売法J(以下、「割
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販法J)の対象業種として、全国的に見られる法人組織で、ある。わが国における具体的な葬儀準備の方法と
してはこの互助会を除いてほかにはなかった。この]之助会は、経済的な負担軽減を目的とした準備の方法
で、割販法に基づいているため、冠婚葬祭の発生時に、その差額を一括払いしなければならず、負担の一
部軽減の方法で、ある。ところが生前契約は、自分の意思で自分の葬儀そのものを考えその資金を公正証書
として確保しておき、葬儀費用のための共済、終身保険加入により確保しておくといった方法による
という違いがある。
割瓶j去に基づく互助会も1990年代の初頭から生前契約が開始されるようになり、徐々に質的に変り始め、
生前契約化してきている。すなわち、地域の慣習に従う一般的な葬犠、予算別の葬儀、形式にこだわらな
い自分らしい葬儀などへの対定、もできるようになった。ただ、生前契約に盛り込まれる特異なこととして
は、高齢者世帯等で看取る者がいない場合の死後の手続までの代行などがある。このように備え方と提供
の仕方が多様化・個別化した生前契約に変貌しつつある。
H.社会保障制度における人の死
( 1 )社会保樟制度における入の死
社会保障制度における人の死の位置づけは、公的扶助制度、医療保険制度上での死後の葬送を保障する
ことである。公的扶助である生活保護世帯の遺族に対する葬祭扶劫費の支給、医療保険のうち、由民盤康
保険加入者が死亡した場合は、葬祭費の支給、暴風豪雨等の自然災害により死亡した場合、遺族に対する
災害弔慰金の支給など、社会保欝制度上では本人の葬送費用を遺族に支給することによって社会保経の帰
結とし、社会福祉サービスでは、人の死亡によりすべてのサーピスは停止される。その根拠となるのが、
死亡日を含め7日以内に死亡届を住民登録の地域の所管課に提出することである。死亡後は、速やかに年
金保験、医療保険等受給・負損する社会保険等、社会保障制度上の語手続きを行わなければならない。こ
のような公的な社会保欝制度、社会福祉サービスの終了が社会的な死を確認するということになる。社会
的関係である契約関部も死をもって終結し、生存中の意思は、遺言という手段によってのみ死後に生かさ
れることになる。社会的な苑は、公的手続きの終了だけによって終わるのではなく、多くの場合、葬送儀
礼によって、本人の死亡の認知と遺族の継承を社会的に認知される機会として機能している。
社会保樟制度上の終結事務は、その事務手続きを遺族が代替することをもって、遺族がまず、本人の社
会的死を覚知する第一段階となる。そして第2段時として、遺族等による葬送儀礼は、本人の社会的死を
社会が認知する機能となり、遺族として誰が継承するかを社会に表明する機能となる。死を社会的に認知
させる機能をもつものが葬送であれば、それを自身で準備しておくことには、自身の社会的死の表明とそ
れによる社会的忘却に主体的に向かうことになる。社会的な死を社会に周知させる有効かつ合理的な方法
としての葬送儀礼を生前に自分の手で準備しておくことは、社会的な死の認知に最後に自分らしさを表明
する機会として、死後の自己実現にもなる。自分の葬送を自分自身で用意しておくことは、個の自立度に
影響される。ただ、日本の社会においては、まだ葬送の継承に不安をもっている人たちが葬送の生前準備
に向かわせる行動と捉えられている。
(2)生前契約の捉え方と動向
葬送の生前契約は、葬犠を経験したものが、その準情の必要性を感じ、生前契約という具体的なアクショ
ンを起こす。葬生前契約を提供する葬儀社に対し、 2年間2度にわたる調査によって生前契約を捉えた。
まず、葬儀社にとっては、生蔀契約の提供は、経営安定化の要因となる将来の顧客の囲い込みになる。
一方、消費者となるわれわれにとっては、備えておくことで、日々安心の高齢期の生語、安心してむかえ
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る死となろう。高齢世帯の増加は、生活の主体者として高齢期の生活自立が求められるということになる。
家族講造、就学状況、就業形態など、社会経済構造のさまざまな部面の変化は、個人的・社会的役割、
生活意識・様式にも影響を及ほし、タブーも多く残り、社会制度の変化なしには変わらなかった葬送儀礼
にも変化が現れ始めた。高齢期には、死に伴う準備として将来の祭記の継承者に委ねることができない場
合や、あるいは先祖の祭紀も含め、継承者を選定しておかねばならなくなる場合なども見られるようになっ
てきた。葬送にかかる家族念慮は、かつては経済的負揺が中心であったが、自発的に自分の葬送の準備を
しておく由記実現の選択肢が見られるようになった。
その背景として、地域共同体によって行われていた葬送が地域の手から葬儀社に変わってきたというこ
とがある。従来、日本社会では、「苑の看殺りjは家族であり、 f死の場Jは自宅であった。そして死後の
葬送は「家族が責任を持つよ「自宅で地域の慣習に従うJi葬送は地域共同体による」が一般的であった。
葬送の責任は，現在でも変わらず¥者取りも葬送も従来どおりにできる場合もあるが、 8割は「死の看取
りJイ死の場jが医療機関、9i葬送の場jは斎場もしくは公共施設、「葬犠Jは地域共肉体の手から葬儀社
へと変化してきた。社会的に死の場と葬送は機能分化され、個人意思または個人の事情で、死の場と葬送の
方法を選択できるようになったともいうこともできる。
高齢化するにつれて、家族や自分のために葬儀費用等を準備しておこうとする人が多く見られるように
なる。 60代では半数近くが、 70代になると 7割近くが費吊を準備しておくと報告されている 010高齢期に
多い葬儀費用の準備を伝統的あるいは従来裂の準備であるとしても、費用のみならず、葬儀の形式・方法
など具体的な内容についても準備しておく方法がある。それを新型もしくは生前契約型ということができ
ょう。本論においては、その生前契約型である葬儀の生前契約に対する葬儀に関する準備意識および葬儀
社による生前契約提供意識をとりあげる。
生前に葬送の準備をすることで葬送の生前契約という、葬{能(あるいは墓も含め)について本人が予め
内容を決め、支払い方法を定め、事業者と契約しておくことである。死後のことなので、家族が共同契約
する場合を徐き、遺書証書に事業者への契約どおりの内容を実行した場合に支払われる負担付遺贈、
執行人の指定をしておくことができれば、遺族によって変更されることなく され、死後に自分の意思
どおりの葬犠を行う(墓に葬られる)ことになる。この方法は、米国のプレニードシステムを最初に本格
的に研究し、日本に紹介した大橋慶子によって紹介された。そこでは「葬儀の宗教的選択、葬犠を託す者
の指定、葬儀の規模や方法、火葬・壊葬・散骨の5.l1Jなど自己の死後の葬犠に係わる詳細を指定し、
して、必要経費を添え、その書類と経費の管理を葬儀社などに依頼しておく契約システムのことである」
と定義し、その名称を「生前契約j詳しくは「葬儀の生前信託契約Jとされたoll この生前契約は、生前に
葬儀の費用だけを家族に残しておくというだけでなく、具体的に費用も葬儀の内容も具体的に葬議社等と
契約することによって準備を確実にしておくという主体的な備えである。生前の意思を葬送に生かす「葬
送の自己実現Jともいえるものである。生前契約は、 1996年に初めて生前契約プロパイダー調査を実施し
た持点では、全国に1社であり、葬儀社は少なくその他NPO、JE盟会社などもみられた。現在では、葬儀
社およびNPO担体がこれを行い、現在では全密各地におけるNPOの支部やほとんどの葬儀社が生前契約12
を取り扱っている。
9 r葬儀にかかわる費用等調資報告こi引平成13年度流遜構造等分析調安東京都生活文化局2002糸厚生省編「平成9年度
厚生白書jでは、自宅死を9溺の人は認んでいるが71裂が施設(病絞等)死であると報告されている。
10 前掲者 pp.41-42.
1 í葬儀の実態と~ミ前契約に|刻する意識調資J SOGI5高14-15号、データ編(2)葬儀・生前契約第17号、表現社 1987年
12 本論文生活契約調査においては、 2004年、 2005年の調査では、 8 9割が取り扱っている。
高齢期の自立生活に組み込む葬送の生前契約 219 
表I-1 I生前契約(予約)Jの売り上げの増加見込み
調査年 2004 2005 
20~30%増加 39 30.2% 14 15.2% 
50%以上増加 。 0% l 1.1% 
21者以上増加 1 0.8% 1 1.1% 
変わらない 63 48.8% 48 52.2% 
20~30%程度減少 3 2.3% 2 2.2% 
5訴以上減少 。 。% 。 0% 
その地 6 4.7% 9 9.8% 
無屈答 17 13.2% 17 18.5% 
合計 129 100 % 92 100 % 
P<O.Ol 
表立-2 生前契約による顧客の囲い込み意識
調査年 2004 2005 
思う 46 35.7% 26 28.3% I 
多少思う 61 47.3% 40 43.5% 
思わない 12 9.3% 16 17.4% 
その他 。 0% 2 2.2% 
無回答 10 8 % 8 8.7% 
合計 129 100 % 92 100 % 
P<O.Ol 
資料高齢期と葬送の生前契約(北JI!慶子.2007) 
多くの葬儀社では、今後の需要を見込んで、多様な「生議準備プランjを提供するようになってきてい
る。葬儀社の加入団体によって実態は異なるが、多くの葬{義社では、生前契約の f事前相談」として、自
分および家族のための葬儀の事前準備サービスを開始している。
高齢期の生活課題としての「死後への備えjを捉え、サクセスフルエイジング理論の自己実現に生前契
約の視点が必要であることを、「葬送の生前契約に関する意識調査J(2004; 2005)から克た。葬儀社は生
前契約がこれからの日本社会にとって、葬儀の新しい時代の訪れと捉えており、生前契約に経営上の様々
なメリットを感じる一方で、生前契約を実施するリスクも多く感じており、生前契約普及に積極的になり
きれていない一語があることも明らかになった。
図-1のように、国民生活白書に見られるように親t世代と既婚の子ども世代の間居率の低下傾向が見ら
れ、開居率の散さは、交流量の低下にも繋がっている。同白書では、別居家族との交流量が少なくなる要
素として、①男性であること、②子どもや孫がいないこと、③年齢が高いこと、④加騎家族と容易に行き
来できない場所に住んで、いることなどがあげられ、既婚の子ども世代との別居率の高率化がこのように、
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図表1I-1 親世代と既婚の子ども世代の問題率の推移
(年)
1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992(年)
52.5 52.5 51.8 50.1 48.7 47.9 46.7 46.4 44.3 42.2 41.9 39.6 38.7(%) 
1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 (年)
38.3 37.5 35.5 33.9 32.8 31.2 29 29.4 27.4 26.1 26.5 23.6 23.3(%) 
出典:国民生活白書平成19年度版
交流量も減少している傾向を見ると、かつて葬送など頼みとしていた男性(息子)に期待ができにくくなっ
ていることや、子どもや孫がいない高齢者にとっては、特に自分自身の葬送やさらに墓の管理、先祖の祭
把などの困難さが日常的な将来不安となってくるということもうかがわせる。かつて高齢者自身には求め
られることのなかったことである。また、こうした間唐家族に負担をかけたくないという家族念掻による
葬送の準備も見られるようになったことは理解できょう。(北Jll慶子， 2007)。
社会祷祉学、老年社会学において高齢者の生活に関しでは幾多の研究成果がある。その高齢期の生き方
論として代表的なものにサクセスフルエイジング論がある。欧米においては、 1960年代から高齢者に自を
向け始め、社会離脱論から、社会活動論、継続論そしてサクセスブjレエイジング論という一連の社会との
関係によって高齢者を捉える考え方は、その時代を反映し、将来の社会を見据えた理論として重視されて
きた。特に、 1960年代より高齢期の生き方にも自己実現の必要性があるとする視点から研究が進められて
きている (Havigur悦， 1961; Palmore， 1979; Rowe and Kahn， 1987; Baltes， 1990など)。わが国におけ
る高齢期に関する研究は古く、前述のように1910年代から開始されている。
高齢期における自己実現の達成は不可欠である。そして、サクセスフルエイジング理論による自己実現
の達成は、一部分の限られた入は社会的排除されてしまう (SocialExclusion)のではなく、あらゆる人を
社会的忽摂した (SocialInclusion)自己実現の達成が必要だといえよう。あらゆる人を包含した自己実現
こそ真のサクセスフルエイジングだといえよう。そのためには、社会的排除のRiskを解消し、安全な生活
を確立することが課題となると考えられる。生前契約が高齢期の生活に有用であることは、すでに明らか
になっている(北川慶子， 2001)013サクセスフルエイジングによる自己実現を達成するためには、「死後へ
の備えJ(prepare to after death)を捉える必要性があると考えられる。サクセスフルエイジングの理論に
基づき高齢期の生活課題を捉え、生きている間に「死後への備えJを実現できることこそが究極の自己実
現であり、高いQualityof Lifeが維持で、きると考えられる。生前契約の普及を実際に担っているのは葬儀社
13北JlI皮r子「高齢期最後の生活課題と葬送の生前契約J.九州大学出版会.2001年
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であり、葬儀社が生前契約をどのようなものと捉えているかを知ることは、わが国の生前契約普及を図る
よで大きな手がかりとなる。
生前契約が普及していくかどうかは、葬儀社が生前契約のメリット、リスクをいかに捉えているかが関
わってくる。生前契約に葬儀社が大きなメリットを感じていないことには、葬犠社自身が生前契約を普及
しようとは考えず、普及への原動力とならないだろう。また、生前契約が消費者に対し、どのようなメリッ
トがあると葬儀社が感じているかによって、今後普及していくかどうか、どのような形で普及をしていく
のかに影響する。
生前契約による葬儀社自身のメリットは、「生前契約によって事業の拡大化・収益の増加j、f将来にわた
る経営の安定化J、「消費者の身近な存在になる」、 f葬儀に対するタブーがなくなるJ、「専門職としての信
頼が高まるよ「葬儀社としての信頼が高まるj、「葬儀社の信頼が高くなるよ「消費者の自立意識が高まる」
であった。
生前契約のリスクは、「契約通りの葬儀ができるか分からないことよ「契約実行までの顧客との関係維持
にコストがかかること」、「生前契約を開始しでもニーズ(顧客)があるかどうか分からないことJ、「契約
する葬儀の規模が縮小するかもしれないことjと考えている。消費者が契約を締結してから葬儀を履行す
るまでにある桂皮の年月を必要とすることから、実際に将来にわたって安定して契約を実行できるか不安
を感じていることがわかる。また、顧客との関係を維持するために経費が必要で、あると感じ、生前契約で
に葬儀の実施内容を取り決めることで、葬儀の規模が縮小してしまうという不安を惑じている。経営
規模の縮小に対する不安は、生前契約普及の弊害となる。
生前契約を実施することによる消費者のメリットについては、 f自分らしい葬儀ができる」、「葬儀費用の
支払額を決めておけること」、「万一の場合でも安心なことJ、「葬儀の心配が要らないこと」、 f契約してい
るから安心できること」と考えている。葬儀社にとっては、生前契約は顧客の闘い込みになり経営安定化
の要因でもある。一方消費者にとっては安心の老後生活・苑となるということが明確化されつつあるとい
えよう。 14
護.高齢期の生き方としての生前契約
高齢期の自立度・自立意識を生前契約提供者調査から捉えようとした。日本での生前契約として if
共済j、「五劫会jのなかで、これまでの事業の延長線上にあるシステムを極力鑓い、顧客獲得の手段とし
て生前契約を捉えているということが明らかになった。生前契約は高齢期の将来外部(死後)の葬送不安
を具体的な方法で備え、解消して自立生活を継続する選択肢ということである。自分の葬送を具体的に備
えておくことによって葬送が担保されるために、生活の質が維持されるということになる。
また、いずれの葬儀社も生前契約がこれからの日本社会にとって、葬儀の新しい時代の訪れと捉えてお
り、それは小・中規模の葬儀社が生前契約にょせる期待が強い。
生前契約の存在を知った時、小・中規模の葬儀社は高い割合ですぐに手がけたいと回答している。その
には、小・中規模の葬儀社で生前契約を提供すれば、将来の顧客を取り込むことになり、将来にわた
る安定経営の見通しが立つという顧客囲い込み機能に着話したからに他ならないという考えがあるためで
あろうことは理解できる。「生前契約」を行うのは自分自身の葬儀の選択が可能であることなどが最も多
いが、個別にみると、一般に、平均余命は女性が男性よりも長く、また配調者の年齢の男女差があるため、
女性配偶者が遺族となる場合が多く、そのために配偶者と開時あるいは、葬儀を経験した後に生前契約を
H ~ヒ}II慶子「高齢期の葬送の生前契約J.依賀大学文科教育学部研究第11条第 2 号. pp. 267~297. 2007匁
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Quality of Life Successful Aging 
長命(longevity)
健康 (health)
経済 (economy) 自己実現 (selffulfillment) 
人爵関係 (familyand neighborhood relationship) 社会活動 Csocialactivity) 
衣食住 (clothing，food and housing) 生活満足(lifesatisfaction) 
社会活動 (socialactivity) 
安心 (Security)・安全 (Safety)・安定 (Stability)
Social Inclusion 
不健康 (weakness，sickness) 
経済破綻 (economicdebacle) トーへ 失業 (unemployment)
喪失(loss) ト-，j 差別 (discrimination) 
Risk 低い技術力(lowtechnologic) 
貧しい住宅環境 (poorhome) 
高い犯罪率 (highcrime rate) 
不健康 (weakness)
家族の崩壊 (brokenhome) 
Social Exclusion 
留置ー 1 生前契約の必要性
行うということも多い。残された女性は、生活全般において、日常生活のなかでの自己決定が迫られ、ま
た葬送や先祖の祭把も責任を持つことが多くなった人のために生前契約の機能が活かされることになる。
今後もさらなる高齢世帯の増加が予想され、高齢化の進展が見込まれるわが国において、生前契約は女
性のニーズにシフトしたものになっていく可能性が高い。
かつて、苑後の準備は家族への負担年慮からの金銭的な婿えだけであり、具体的な葬送への意思の表明
などはタブー視されてきた。しかし、ホスピス・緩和ケアなど終末期医療の;場、延命治療に対する意思の
表明など、死を藍視する医療が、葬送への意思の表明への架け橋となり、葬儀社の将来予測のように、徐々
に増加していくであろう。
高齢期の生活には、生活を充実させるための犠々な要件が必要となる。それらの要件が充足し、自
現が達成できて、初めて真のサクセスフルエイジングが実現できる。サクセスフルエイジングの達成は、
Quality of Lifeの高い高齢期の生活を維持で、きることでもある。しかし、日常生活を送る上で、その揺らぎ
が社会的排除 (SocialExclusion)へと移行することも考えられる。社会的排除とは、「失業、差別、低い技
術力、貧しい{主宰環境、高い犯罪率、不健康や家族の崩壊J(SEU， 1997) 15 である。
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このように、高齢者にも 7つの社会的排除としての要国のRiskは考えられる。特に、若年期の就業生活
状況が規定する高齢期の主要な生活資としての年金が、要医療・要介護状態になりそれが長期化すればサ
クセスフルエイジングが達成できない状況に陥ることも考えられる。社会的排除されるRiskを解消し、安
全な状態を保ち (Safety)、社会的包含された状態 (Sociallnclusion)を保つことに、高齢期の備えとその
後の外部への備えが不可欠で、あるという所，l:)、である。
生前契約は、自己実現としてのサクセスフルエイジングからみた高齢期の備えであり、将来の安心とし
ての危機管理である。さらに高齢期のQOLの側面から見ても高齢期における死後への備えは必要性を帝
びてくるものと考えられる。
生前契約の信頼性を高めるためには、まずは生前契約の根拠となる法制度を整備することが必要といえ
よう。契約者および、契約者の契約内容を探護する法桝度が存在することは、契約者の生前契約に対する大
きな安心につながる。また、法制度が整備されていることで、契約内容が将来にわたって安全に安定して
提供されるものとなる。
① rSuccessful AgingJ (S. A)から捉える生前契約の必要性
高齢期の自己実現 (SelfRealization)は、サクセスフルエイジングの重要な概念の一部である。
サクセスフ jレエイジングについては、 Havigurst(1961)、 Palmore(1979)、Roweand Kahn (1987)、
Baltes and Baltes (1990)などの研究成果がある。小田利勝は、生活満足や幸福、モラール、生存や健康、
と同義に吊いられたり、ウェルビーイング(well-being)と同義に用いられてきたが、より包括的な概
念として、長命、健康、生活瀧足・幸福の3要素が統合された老いの過程として捉えることができるとし
ている。(小田利勝， 2004) 16 
健康・運動・知覚・認識などが一定の望ましい水準を維持しており行動能力、半日断能力などが良好であ
れば、いくら長い高齢期であっても生涯を通じてサクセスフルエイジングの実現が可能ということになる。
サクセスフルエイジングをしての自己実現は、存命中に限って論じられることだけである。しかし、規点
を高齢期の外部にまで拡大化すれば、葬送の備えまで、高齢期の内部の充実が視野に入ってくる。死後への
備え(葬送準備)は (S'A)側面から①高齢期の外部(死)における自弓実現であり、内部の充足・充実
によって②生活満足度が高くなりサクセスフルエイジングの帰結となる。死後に行われる自分のための葬
送に自分が立ち会うことはない。ただ生前契約によって、外部化された自分のために行われる葬送がどの
ようなものであるかを生前に把提しておくことができる。これが高齢期のサクセスフルエイジングの具現
fヒということになり、「苑後のサクセスフルエイジング」ということになろう。
② r Quality of LifeJ (QOL)から捉える生前契約
QOLを病気や暗害が日常活動機能に及ぼす影響力で、 QOLの鍵となる構成要素は①身体的・物的安寧、
②物的安定、③心身・知的活動機能力、④生活満足農、⑤経済的安定などがその要素となると定義されて
いる。長期化する高齢期の生活QOLには、高齢期の外部への備えとして、高齢期の生活が充実している段
階で生前契約により死後に行われる葬送を万全にしておく選択肢を付加することができる。
特に、 QOLから高齢期の外部の自己実現を考えれば、①長命、②健康、③経済、③人間関係、⑤衣食住、
⑥社会活動の6つの要件から死の簡題(死への備え)を切り離すことはできない。死後への準備をしっか
15 Social Exclusion Unit (SEU :社会的排除対策室主)
16小田初勝「サクセスフル・エイジングの研究j 学文社 p，6， 2004年
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りとしておくことで、充実した生を送ることができる。死後への不安がないこと(安心、安定、安全)が
生を充実したものにし、生活の質が確保される要件のーっとなる。
③lRiskJ (R)から捉える生前契約
高齢期の生活における自己実現の要件は、容易に達成できない場合もあるが、達成しでも持続されなけ
れば自己実現とはいえない。その安定性が揺らぐ生活上の町誌は、高齢期には多々起こることであるo
Knightによれば、 1)スクとは測定しうる不確実性、つまり理論的にあるいは統計的に確率として知られ
ているものJであると定義している。 iP，IJ定できるリスクは、確実性へと転換できるという考え方は、いか
に公私にわたって高齢期の生活安定を持続させるかの準備によって捉えることができる。死は誰にも早晩
起こる確実なことではあるが、それがいつかは分からない。したがって他人の努力と社会保障などによる
備えおよび社会的な制度および班、的な備えによって予期せぬ死が訪れても、自分の望む葬送ができるよう
にしておくことが不本意な葬送を自避することになる。
高齢期に焦点をあてたリスク研究は、健康や転倒防止など身体的特慣や産療萌に焦点をあてた高齢者の
生活部留のみを対象としたものが多い(望月.200t7;鈴木. 200618;桑田. 200619;上野. 200620;西村，
200621 ;須良地. 200622; 津島. 200723など)。死はリスクではない。寿命を全うせず、不本意な死のリスク
は誰にもある。高齢鰐においても悶様である。したがって、高齢期においても近い将来、死は訪れるもの
とはいえ、その時がいつかは分からないため、高齢期の生活における f死後の葬送への舗えjは高齢期の
生活リスク閤避方法のひとつであるといえよう。
④「ソーシャルエクスクル}ジョンJ(5' E)から捉える生前契約
ソーシャルエクスクルージョンの考え方は、経済構造のひず、みから生じた生活上の新たな問題状況がそ
の背景にある。 Percy…Smith(2000)による、社会的排除の要図は、①長期の失業・臨時的で不安定な就
労・失業世帯など(経済的要因)、②伝統的家族の崩壊・ 10代の妊般・ホームレス・犯罪者など(社会的要
因)、③サポート・ネットワークの崩壊、④不健康つi犬態・教育的低{立性など(個人的要因)、⑤グループの
密集やマージナル化(空陪的要因)、⑤高齢者や諒害者、エスニック・マイノリティといった特定のグルー
プなど(集団的要因)出であり、経済社会との関係性、問題の多面性、動態的な過程性が強調されなければ
ならないとしている。
ソーシャルエクスクルージョンは、構造的なものであり、個人の努力のみならず、いかに社会政策、行
政の寂り組みの中で行われるかによって改善もされるし悪化もする。生存権・生活権を保障する制度や社
17 望月晃二「高齢隙害者における事故対策 1)スク把握(報告)という視点からの検討 j 均衡生活学第4巻第l号.pp 
5 -10. 2007年
18 鈴木奈緒子「高齢者のリスクマネジメントと性差の考滋J性援と医療第3巻第4，1子。 pp.437-440.2006年.
19 桑田美代子「療養裂病床における援療事故とリスクマネジメントJ老年精神医学雑誌第17巻第9号.p. 925-932 
2006年
初 上野綾子「訪問看護における医療挙放とリスクマネジメントJ.老年精守申医学雑誌第17巻第9号 p. 939-945. 2006年
21 関村敏樹「在宅高齢者医療における医療事故とリスクマネジメントj 老年精神医学雑誌第17巻第9号.p. 946-950 
22 ~真民佑一-小林奈美・杉山初予・松弁典子「高齢者の転倒・骨・折とリスクマネジメント J 老年精神医学雑誌、第17巻第9
号 pp.951-958.20061f. 
お 津島順子「女性高齢者における生活機能、転倒 1)スク、自己効力感の比絞とその関連」 福山市立女子短期大学紀妥 pp
61-69. 2007年
24 熊田博喜「ソーシャル・インクルージョンと地域社会J. (除183恭一・西村長記編)ソーシャル・インクルージョンの社会
福祉…新しいくつながり>を求めてj ミネルヴァ書房.p.27‘ 2008年
高齢期の自立生活に組み込む葬送の生前契約 225 
歯N-2 4つの理論から捉える生前契約の必要性
会システムから排除されている人々はその原因の如何を潤わず棲合的な社会的不利を受けている状態は本
来の生き方を大きく変容させてしまった結楽であるといえよう。
サクセスフルエイジングは誰もが求めることである。自弓実現の達成が、一部の限られた人のみであっ
てその他の人々が排除されるということがあってはならない。個々のサクセスフルエイジングは極めて主
観的なことであるので、他者から見えにくい側面もある。偲々人の高齢期の外部への備えは、社会的に排
!設を余儀なくされた人で、あっても自分の望む構えができるような選択肢が必要であると考えられる。確か
に、排除しないための社会基盤としての社会保障制度・社会話祉サービスは整備されてきたとはいえ、そ
れは生前のみ(内部)に適用されるシステムである。しかし、人の最終的な希求としての外部準備による
安心感は持ちたいのではないかということを考えれば、あらゆる人を包摂した (Include)ものとして生前
契約が機能することが望まれる。現行では、生前契約はサクセスフjレエイジングとしての選択肢、家族念
としての選択肢、祭記継承不安による選択肢であり、生活基盤が不安定な人々までを包摂する方途では
ないため将来的な課題を残す。
iQualityofLifeJ (QOL)、iSuccessfulAgingJ (S' A)、iRiskJ(R)の3側面から高齢期の外部を捉える
と、「死後への備え」のための生前契約は不可欠となろう。
Successful Aging論から見た自弓実現が達成されるためには、 iSocialExclusionJ (S' E)論から一部分の
隈られた人のみではなく、あらゆる人に対応したものであることが必要で、あるといえる。 Successful
Agingに「死後への備え」の視点は欠かすことができないし、高齢期のQOLの向上にも有用であり、高齢期
といえどもリスクとなる予期せぬ死への舗えは「死後の自己実現」になる。
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